山水苑問題に関する論点の整理

＊会社名、個人名などの固有名詞が誤っているかもしれませんので、ご容赦ください。

＜基本的事項：住環境の維持に対しての地域住民のたゆまない努力＞

山水園地区はもともと住民が高い意識の下に開発者である林興産？と共に良好な環境を守ってきました。住民の多くは、麻生別荘という高級別荘の存在と豊かな緑のある住環境を評価して不動産を求めた人が大部分です。

住環境を守るために建築基準法上の山水園条例（建物の高さ制限や用途制限）と合わせて、良好な環境を守るための「風と光と杜との語らいの街「山水苑」団地規約」というのがあり、この規約によりこれまで住民は木の一本も伐採せずに住環境を守ってきました。この住環境に対しての住民意識の高さがこの地区に暮らしている住民の誇りです。

＜基本的事項：住民は被害者である、企業は社会的責任を果たせ＞

このような状況を踏まえ、今回のケースは林興産の関連の桜住デザインが競売の土地を落札し、バッサバッサと木をなぎ倒し、分譲地にしようという事です。また、敷地内にあった歴史的建造物である麻生別荘もとり壊しまたは移築との事です。このことにより、これまで保たれてきた山水園地区の住環境および地域のグレードは低下してしまう可能性が高いと住民は感じています。つまりこれまで保ってきた自身の資産価値が下がる恐れがある訳です。
法的には建築基準法上の山水園条例がありますが、これは木の伐採や麻生別荘の取り扱いには触れていません。しかしながら、住民がこれまで守ってきた地域のルール＝団地規約というものがあり、住民相互の暗黙の了解の下に守られてきました。このルールにはどのような個人・企業と言えども従うべきです。

特に、これまでの開発の経緯を熟知している林興産系の「企業の社会的責任」は大きなものがあります。また、今回の案件に資金を提供している金融機関（＝伊予銀行？）も同様です。

今回のケースでも地域住民と開発企業はその地域のルールの下で協力しあい、本件の処理にあたるのが妥当です。つまり、今回の開発主体である桜住デザインは充分に地域住民に説明し、その計画に対して同意を得る作業を主体的に行う事が求められています。地域住民はこのような騒動で迷惑をかけられています。
これが、山水園地区の地域ルールであり、企業が果たすべき社会的な責任です。今回の開発計画に資金を提供している金融機関も同じ責任を負っています。

＜基本的事項：社会的責任を果たすには？＞

今回の開発計画を進める企業および金融機関が果たすべき「社会的責任」とは何でしょうか？

それは、山水園地区で以前から守られてきた地域のルールを尊重すると共に、地域住民に充分な説明を果たし、大多数の同意を得るという作業を自らが主体的に行う事です。

これを勘違いして、住民に対して土地を買い上げろとか、自治体への交渉をしてくれなどという条件を出すのは、まさに社会的責任の放棄にすぎませんし、このような申し出を相手にする必要はありません。なぜならば、そんな事は１００も承知で競売物件を落札したからです。
現状は１１月２７日に住民に対しての説明会を行い、わずか２週間で取り壊しに入るという極めて乱暴な進め方であり、住民は到底、容認できません。

これまで木の一本も伐採せずに地域の住環境を守ってきた地域住民としては、もともとの開発者である林興産および関連する桜住デザイン？、そして資金を提供している伊予銀行さんに、山水園地区の良好な環境を共に守っていくという地域のルールを尊重し、「企業の社会的責任」を果たす事を公式に要求する必要があります。
＊＊＊＊

六本木のドン・キホーテは、地域住民の抗議により屋上の遊具の撤去の方針を固めた模様です。地域住民は法的には勝ち目がありませんでしたが、相次ぐ報道により撤去を余儀なくされました。企業にはイメージとか社会的責任があり、あまりにイメージダウンをすると不利益になるという事なのかも知れませんね。
＜ポイント：運動の進め方＞

今回の提案は、民間企業主体で推進される開発に対して、地域住民が取るべきスタンスの王道です。「企業の社会的責任」を訴えるという事です。

その訴えは広く世論に対するものでなければなりません。一番重要なのはメディアを仲間にすることであり、運動する人は毎日のようにメディアに状況の報告をするとか、あらゆる会合にメディアの方を呼ぶという努力が必要です。　特に住民と開発者との話合いなどにはメディアにもその伝えてゆくことが必要です。

メディアを通じて企業の固有名詞が流れ、地域社会において悪者扱いされることがボディブローの様に効いてきます。開発者のみならず、関係している金融機関も同じです。

＜ポイント：交渉はしない＞

今回のケースは、すべて開発者の主導で進んできました。　開発者側は数ヶ月前から時間を与えて、別府市、民間、県、国といった存在に対して交渉をさせ、ことごとく条件を出してきました。　もっとも大切な「地域住民に対する合意の取得」は据え置き、外堀を埋めてきたという事です。　この動きは「順番が違うので、すべて無効」であるというスタンスを取るべきです。　住民との話合いは１１月２７日からのスタートであり、それをすべての出発点にしましょう。
そしてまず最初に要求すべきは、「このような重要案件の相談を地域住民に対しておろそかにしてきた開発者の謝罪と開発計画の白紙撤回」です。　「謝罪」無き状態で交渉しても仕方ありません。

＜ポイント：文化財好きにご注意＞

麻生別荘を文化財として守るという事だけであれば、移築してしまえば問題は解決です。文化財の保護という観点からの運動であれば、それで充分です。　これは地域住民の皆様の利益の保護という観点とは別です。　文化財保存の専門家の陥りやすい部分ですので、ご注意ください。　もちろん地域住民の皆様がそれ（＝移築による保存）でも良いならば話は別です。

＜ポイント：落としどころ＞

「現状維持」がもっとも好ましい落としどころであることは確かですが、それは困難かもしれません。その中でもっとも好ましい落としどころは・・

1． 麻生別荘とその周辺一部の土地を開発者は別府市に寄贈

2． その周辺の大部分の土地は、地域住民合意の下に宅地開発

であろうかと思います。　問題が大きくなった場合、別府市は寄贈を拒否できなくなります。　今後の維持管理体制を考えた場合、この落とし所が最良であると考えます。

民間による維持管理は今回と同様のケースになる可能性が高いです。

＜ポイント：法的交渉＞

裁判などの手段を使うことはあまりお勧めできません。　最悪のケースを想定して、弁護士などの専門家に相談するのは良いけれど、裁判となると、メディアの取り上げ方が慎重になり、地域住民の持つ強みが活かされない可能性があります。

＜ポイント：強行された場合＞

強行された場合、手段は座り込みなどの強行策しかなくなりますが、これは地域住民の判断です。　
大切なのは、とにかく「出来ることをすみやかにやり続ける」という姿勢を維持することであり、世論に訴え続けるという事だろうと思います。悪意の業者による住環境の破壊を放置せずに、社会的に問題点を明確にしておくことで、今後の皆様の生活にも悔いを残さないことが大切であると思います。

今回の運動で培われた地域住民の皆様の絆は新しい財産であると考えます。　その財産を汚さないためにも細かなテクニックには頼らずに王道（＝正論を貫き通すという事）を歩むべきであると考えます。
